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規

則

■群
馬
県
財
務
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
三
十
年
三
月
三
十
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
三
十
四
号

群
馬
県
財
務
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
財
務
規
則
（
平
成
三
年
群
馬
県
規
則
第
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
十
条
の
二
の
見
出
し
を
「
（
徴
収
事
務
等
受
託
者
に
よ
る
徴
収
又
は
収
納
の
事
務
）
」
に
改

め
、
同
条
中
第
三
項
を
第
四
項
と
し
、
第
二
項
を
第
三
項
と
し
、
第
一
項
を
第
二
項
と
し
、
同
項
の

前
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

徴
収
事
務
等
受
託
者
は
、
歳
入
を
直
接
徴
収
し
、
又
は
収
納
し
た
と
き
は
、
領
収
書
を
納
人
に

交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
利
用
券
等
の
売
上
金
を
収
納
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。

第
九
十
三
条
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
の
各
号
」
を
削
り
、
「
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
」

を
「
四
半
期
分
の
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
第
六
号
に
掲
げ
る
経
費
で
常
時
必
要
と
す
る
も
の
の
う

ち
会
計
管
理
者
が
特
に
必
要
と
認
め
た
経
費
は
一
月
分
の
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
）

四
半

期
分
の
予
定
額
」
を
「
）
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
社
会
参
加
費

四
半
期
分
の
予
定
額
」
を

「
社
会
参
加
費
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
）

四
半
期
分
の
予
定
額
」
を
「
）
」
に
改
め
、
同

項
第
四
号
中
「
災
害
等
緊
急
経
費

一
月
分
の
金
額
」
を
「
災
害
等
緊
急
経
費
」
に
改
め
、
同
項
第

五
号
及
び
第
六
号
中
「
経
費

一
月
分
の
金
額
」
を
「
経
費
」
に
改
め
、
同
項
第
七
号
を
削
る
。

第
九
十
五
条
第
六
項
中
「
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
」
を
「
第
一
項
本
文
、
第
三
項
、
第
四
項
」

に
改
め
、
「
収
入
調
定
者
」
と
」
の
下
に
「
、
第
三
項
中
「
前
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
」

と
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
第
五
項
中
「
第
二
項
」
を
「
第
三
項
」
に
改
め
、

同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
四
項
中
「
第
二
項
」
を
「
第
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第

五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
二
項
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
四
項

と
し
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
」
を
「
前
二
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一

項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
資
金
前
渡
職
員
は
、
第
九
十
三
条
第
一
項
各
号
に
規
定
す
る
経

費
で
常
時
必
要
と
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
ご
と
に
当
該
各
号
に
定
め

る
期
間
内
に
お
い
て
支
出
命
令
者
の
確
認
を
受
け
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
項
第
四
号
に
規

定
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
別
に
定
め
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

第
九
十
三
条
第
一
項
第
一
号
に
該
当
す
る
も
の

当
該
年
度
終
了
後
十
日
以
内

二

第
九
十
三
条
第
一
項
第
二
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
該
当
す
る
も
の
（
次
号
に
該
当
す
る
も
の

を
除
く
。
）

当
該
四
半
期
終
了
後
十
日
以
内

三

第
九
十
三
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
会
計
管
理
者
が
特
に
必
要
と
認
め
た
も
の

当
該
月
終
了
後
十
日
以
内

第
二
百
十
四
条
中
「
そ
の
管
理
す
る
備
品
に
形
状
又
は
性
質
に
応
じ
て
」
を
「
次
に
掲
げ
る
備
品

を
除
き
、
そ
の
管
理
す
る
備
品
一
点
ご
と
に
」
に
改
め
、
同
条
た
だ
し
書
を
削
り
、
同
条
に
次
の
各

号
を
加
え
る
。

一

法
第
二
百
三
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
県
が
使
用
の
た
め
に
保
管
す
る
動
産
（
以
下
「
借

受
物
品
」
と
い
う
。
）
で
、
表
示
す
る
こ
と
が
適
当
で
な
い
も
の

二

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
形
状
又
は
性
質
に
よ
り
、
表
示
す
る
こ
と
が
困
難
又
は
不
適

当
な
備
品

別
表
第
一
総
務
部
の
項
中
「
群
馬
県
立
女
子
大
学

群
馬
県
前
橋
行
政
県
税
事
務
所
」
を
「
群
馬

県
前
橋
行
政
県
税
事
務
所
」
に
改
め
、
同
表
健
康
福
祉
部
の
項
中
「
群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学

群
馬
県
渋
川
保
健
福
祉
事
務
所
」
を
「
群
馬
県
渋
川
保
健
福
祉
事
務
所
」
に
改
め
、
同
表
教
育
委

員
会
の
項
中
「
富
岡
高
等
学
校

富
岡
東
高
等
学
校
」
を
「
富
岡
高
等
学
校
」
に
、
「
中
之
条
高
等

学
校

吾
妻
高
等
学
校
」
を
「
吾
妻
中
央
高
等
学
校
」
に
改
め
る
。

別
表
第
二
地
域
機
関
等
の
項
中

「

群
馬
県
立
女
子
大
学

会
計
図
書
係
長

を

行
政
県
税
事
務
所

総
務
振
興
係
長
、
総
務
係
長
、

収
納
係
長
又
は
収
納
第
一
係
長

」

「

行
政
県
税
事
務
所

総
務
振
興
係
長
、
総
務
係
長
、

に
、

収
納
係
長
又
は
収
納
第
一
係
長

」

「

群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学

総
務
会
計
係
長

保
健
福
祉
事
務
所

総
務
福
祉
係
長
（
館
林
保
健
福

を

祉
事
務
所
に
あ
っ
て
は
、
地
域

支
援
第
二
係
長
）

」

「

保
健
福
祉
事
務
所

総
務
福
祉
係
長

に
改
め
、
「
又
は

」

総
務
用
地
係
長
」
を
削
り
、

「

群
馬
県
上
信
自
動
車
道
建
設
事
務
所

総
務
係
長

を
」

「

群
馬
県
上
信
自
動
車
道
建
設
事
務
所

総
務
担
当
職
員

に
、
「
総
務
普
及

」

係
長
」
を
「
公
文
書
係
長
」
に
、

「
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群
馬
県
立
図
書
館

総
務
企
画
係
長

を
」

「

群
馬
県
立
図
書
館

総
務
係
長

に
改
め
る
。

」

別
表
第
四
の
二
役
務
費
の
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
五

道
路
交
通
法
の
規
定
に
基
づ
く
臨
時
適
性
検
査
の
手
数
料

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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告 示■

◎群馬県告示第１１６号

出納員に対する会計管理者の権限に属する事務の委任の告示（平成１９年群馬県告示第１７０号）の一部を次の

ように改正し、平成３０年４月１日から施行する。

平成３０年３月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

２の項に次のように加える。

ヌ 群馬県公立大学法人の設立に伴う関係条例の整備等に関する条例（平成３０年群馬県条例第８号。以下「整

備条例」という。）第１条の規定による廃止前の群馬県立女子大学条例（昭和５４年群馬県条例第４７号）第

２条の群馬県立女子大学及び整備条例第１条の規定による廃止前の群馬県立県民健康科学大学条例（平成１６

年群馬県条例第６４号）第２条の群馬県立県民健康科学大学に係る出納整理期間中の支出負担行為の確認に関

する事務

◎群馬県告示第１１７号

分任出納員に対する出納員の事務の委任の告示（平成１９年群馬県告示第１７１号）の一部を次のように改正し、

平成３０年４月１日から施行する。

平成３０年３月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

表管財課の項の前に次のように加える。

総務部総務課 分任出納員 会計局審査課出納員 群馬県公立大学法人の設立に伴う関係条例の
整備等に関する条例（平成３０年群馬県条例
第８号。以下「整備条例」という。）第１条
の規定による廃止前の群馬県立女子大学条例
（昭和５４年群馬県条例第４７号）第２条の
群馬県立女子大学に係る出納整理期間中の支
出負担行為の確認に関する事務

表県民センターの項の次に次のように加える。

健康福祉課 分任出納員 会計局審査課出納員 整備条例第１条の規定による廃止前の群馬県
立県民健康科学大学条例（平成１６年群馬県
条例第６４号）第２条の群馬県立県民健康科
学大学に係る出納整理期間中の支出負担行為
の確認に関する事務

平成３０年３月３０日（金） 群 馬 県 報 号 外 （第９号）
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訓

令

■
群
馬
県
訓
令
甲
第
三
号

県

庁

地
域
機
関

専
門
機
関

群
馬
県
処
務
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
三
月
三
十
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
処
務
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令

群
馬
県
処
務
規
程
（
昭
和
三
十
九
年
群
馬
県
訓
令
甲
第
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
女
子
大
学
の
項
及
び
県
民
健
康
科
学
大
学
の
項
を
削
り
、
同
表
群
馬
産
業
技
術
セ
ン
タ

ー
の
項
中
「
副
所
長
。
副
所
長
が
不
在
の
と
き
は
、
」
、
「
副
所
長
及
び
」
及
び
「
共
に
」
を
削
る
。

別
記
様
式
第
十
号
の
十
中
「要

介
護
者
の
場
合
は

そ
の
続
柄

」
を
「続

柄
等

」
に
改
め
、
同
様

、

式
注
２
中
「続

柄

」
の
次
に
「
（申

出
に
係
る
子
が
群
馬
県
処
務
規
程
第
３
３
条
第
３
項
に
規
定
す

る
特
別
養
子
縁
組
の
成
立
前
の
監
護
対
象
者
等
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は

そ
の
事
実

（

」
を
、

、

「出
生
届
受
理
証
明
書

」
の
次
に
「又

は
養
子
縁
組
届
受
理
証
明
書

事
件
が
係
属
し
て
い
る
家
庭

、

裁
判
所
等
が
発
行
す
る
事
件
係
属
証
明
書

児
童
相
談
所
長
が
発
行
す
る
委
託
措
置
決
定
通
知
書
又

、

は
委
託
措
置
決
定
に
係
る
証
明
書

」
を
加
え
る
。

別
記
様
式
第
十
三
号
注
１
、
別
記
様
式
第
十
四
号
の
三
注
１
、
別
記
様
式
第
十
四
号
の
六
注
１
、

及
び
別
記
様
式
第
十
四
号
の
七
注
１
中
「戸

籍
抄
本

」
の
次
に
「

官
公
署
が
発
行
す
る
養
子
縁
組

、

届
受
理
証
明
書

事
件
が
係
属
し
て
い
る
家
庭
裁
判
所
等
が
発
行
す
る
事
件
係
属
証
明
書

児
童
相

、
、

談
所
長
が
発
行
す
る
委
託
措
置
決
定
通
知
書
又
は
委
託
措
置
決
定
に
係
る
証
明
書

」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
訓
令
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

群
馬
県
訓
令
甲
第
四
号

県

庁

地
域
機
関

専
門
機
関

群
馬
県
文
書
管
理
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
三
月
三
十
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
文
書
管
理
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令

群
馬
県
文
書
管
理
規
程
（
昭
和
六
十
一
年
群
馬
県
訓
令
甲
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

第
二
条
第
四
号
中
「
規
定
す
る
」
の
下
に
「
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
局
及
び
」
を
加
え
る
。

第
八
条
第
二
項
第
四
号
中
「
観
光
局
長
」
を
「
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
局
長
宛
て
の
も
の
は
コ
ン

ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
課
、
観
光
局
長
」
に
、
「
、
観
光
物
産
課
」
を
「
観
光
物
産
課
」
に
改
め
る
。

第
十
七
条
第
一
項
中
「
及
び
送
り
仮
名
の
付
け
方
（
昭
和
四
十
八
年
内
閣
告
示
第
二
号
）
」
を

「
、
送
り
仮
名
の
付
け
方
（
昭
和
四
十
八
年
内
閣
告
示
第
二
号
）
及
び
公
用
文
に
お
け
る
漢
字
使
用

等
に
つ
い
て
（
平
成
二
十
二
年
内
閣
訓
令
第
一
号
）
」
に
改
め
る
。

別
表
第
一
の
１
の
表
企
画
部
の
項
中

「

総
合
政
策
室

総
政

を

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
課

コ
ン
推

」

「

総
合
政
策
室

総
政

に
改
め
、
別
表
第
一
の
１
の
表
産
業

」

経
済
部
の
項
中

「

産
業
人
材
育
成
課

産
人

を
」

「

産
業
人
材
育
成
課

産
人

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
課

コ
ン
推

に
改
め
、
別
表
第
一
の
２
の
表
総
務

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
施
設
整
備
課

コ
ン
整

」

部
の
項
中

「

女
子
大
学

女
大

を

前
橋
行
政
県
税
事
務
所

前
行
税

」

「

前
橋
行
政
県
税
事
務
所

前
行
税

に
改
め
、
別
表
第
一
の
２
の
表
健
康

」

福
祉
部
の
項
中

「

県
民
健
康
科
学
大
学

健
科
大

を

渋
川
保
健
福
祉
事
務
所

渋
保
福

」

「

渋
川
保
健
福
祉
事
務
所

渋
保
福

に
改
め
る
。

」

附

則

こ
の
訓
令
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

平成３０年３月３０日（金） 群 馬 県 報 号 外 （第９号）
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災
害
対
策
本
部
規
程

■
群
馬
県
災
害
対
策
本
部
規
程
第
二
号

群
馬
県
災
害
対
策
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
規
程
を
次
の
よ
う

に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
三
月
三
十
日

群
馬
県
災
害
対
策
本
部
長

大

澤

正

明

群
馬
県
災
害
対
策
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
規
程

群
馬
県
災
害
対
策
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
三
十
九
年
群
馬
県
災
害
対
策
本

部
規
程
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
企
画
部
の
部
企
画
部
長
の
款
企
画
応
援
班
の
項
中
「
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
課
長
」
を

「
総
合
政
策
室
長

「
地
域
政
策
課
長
」
に
、

を
「
総
合
政
策
室
長
」
に
改
め
、
同
表
産
業
経
済
部

地
域
政
策
課
長
」

「
産
業
人
材
育
成

の
部
産
業
経
済
部
長
の
款
産
業
経
済
応
援
班
の
項
中
「
産
業
人
材
育
成
課
長
」
を

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ

課
長

ン
推
進
課
長

に
改
め
る
。

ン
施
設
整
備
課
長
」

附

則

こ
の
規
程
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

国
民
保
護
対
策
本
部
規
程

■

緊
急
対
処
事
態
対
策
本
部
規
程

■
群
馬
県
国
民
保
護
対
策
本
部
規
程
第
一
号

群
馬
県
緊
急
対
処
事
態
対
策
本
部
規
程
第
一
号

群
馬
県
国
民
保
護
対
策
本
部
及
び
緊
急
対
処
事
態
対
策
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
規
程
の

一
部
を
改
正
す
る
規
程
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
三
月
三
十
日

群
馬
県
国
民
保
護
対
策
本
部
長

大

澤

正

明

群
馬
県
緊
急
対
処
事
態
対
策
本
部
長

大

澤

正

明

群
馬
県
国
民
保
護
対
策
本
部
及
び
緊
急
対
処
事
態
対
策
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
規

程
の
一
部
を
改
正
す
る
規
程

群
馬
県
国
民
保
護
対
策
本
部
及
び
緊
急
対
処
事
態
対
策
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
規
程

（
平
成
十
八
年
群
馬
県
国
民
保
護
対
策
本
部
規
程
第
一
号
及
び
平
成
十
八
年
群
馬
県
緊
急
対
処
事
態

対
策
本
部
規
程
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

「
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
課
長

別
表
第
二
企
画
部
の
部
企
画
部
長
の
款
企
画
応
援
班
の
項
中

を

地
域
政
策
課
長

」

「
地
域
政
策
課
長
」
に
改
め
、
同
表
産
業
経
済
部
の
部
産
業
経
済
部
長
の
款
産
業
経
済
応
援
班
の
項

「
産
業
人
材
育
成
課
長

中
「
産
業
人
材
育
成
課
長
」
を

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
課
長

に
改
め
る
。

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
施
設
整
備
課
長
」

附

則

こ
の
規
程
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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